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別紙 

 
令和７年度 学校運営連絡協議会実施報告書 

 

１ 組織   

（１）都立橘高等学校 パートナーシップ協議会（学校運営連絡協議会）（全日制課程） 

（２）事務局の構成 副校長、事務局長（企画広報主任）、局員（企画広報部）計３名 

（３）内部委員の構成 

校長、副校長(２)、経営企画室長、教務主任、生活指導主任、進路指導主任、企画広報主任、図書部

主任、計９名 

（４）協議委員の構成（氏名の掲載も可） 

  地域企業（２）、地域教育アドバイザー、教育庁関係者、墨田区関係者（２）、警察関係者、消防庁関

係者、ＰＴＡ会長、近隣中学校長、近隣自治会長 計１１名 

２ 令和７年度学校運営連絡協議会の概要 

（１）パートナーシップ協議会（第１～３回）の開催日時、出席者、内容、その他 

   第１回 令和７年６月 24 日（火曜）内部委員 10 名、協議委員５名 

      協議委員委嘱、委員紹介、評価委員の選出 

     学校経営計画、昨年度のパートナーシップ協議会の課題 

     本校の現状と課題等説明、意見交換 

   第２回 令和７年 10 月 27 日（水曜）内部委員名、協議委員名 

     授業公開、これまでの教育活動に関する報告 

     協議委員からの教育活動に対する意見、学校評価の内容検討、協議 

   第３回 令和８年２月 13 日（金曜）内部委員７名、協議委員７名 

    学校評価の報告及び学校運営に関する提言、協議 

    次年度に向けた方向性の確認 

（２）評価委員会の開催日時、会場、出席者、内容、その他 

   第１回 令和７年 10 月 27 日（水曜）内部委員３名、協議委員２名 

    学校評価の基本方針の確認、昨年度の学校評価結果の分析・考察 

    今年度の学校評価の実施に向けた検討 

第２回 令和８年２月 13 日（金曜）内部委員３名、協議委員 1 名 

    アンケート集計結果の分析・考察、課題の整理 

    評価報告書（原案）の検討 

３  パートナーシップ協議会による学校評価（学校評価報告） 

（１）学校評価の観点 

   「学校への理解」「学校の意欲」「学校の実践」の観点で実施する。 

（２）アンケート調査の実施時期・対象・規模 

  ・１１月 全校生徒   対象：４９２人  回収：４５２人  回収率： ９１．９％ 

  ・１２月 保護者全員  対象：４９２人  回収：１２７人  回収率： ２５．８％ 

  ・１２月 地域・住民  対象：   人  回収：  ６人  回収率：     ％ 

  ・１２月 教職員    対象： ６４人  回収： ６４人  回収率：１００．０％ 

（３）主な評価項目 

学校運営、学習指導、生活指導、進路指導、特別活動・部活動、健康・安全、施設・設備、ライフ・

ワーク・バランスの推進等 

（４）評価結果の概要 （校長や学校全般への意見・提言内容） 

ア 満足度は概ね良好（生徒 78.0%、保護者 77.2%）。 

イ 情報発信は、教職員の自己評価（92.2%）に比べ、生徒・保護者の実感が低い（生徒 75.7%、保

護者 67.5%）。 

ウ 図書館利用は低位（生徒 56.5%）で、学習環境としての活用促進が必要。 

（５）評価結果の分析・考察（校長や学校全般への意見・提言） 

ア 生徒－保護者で差が大きい領域（上位） 

（ア）生活指導（制服）：差 17.5pt（生徒 80.2%／保護者 62.7%） 

（イ）特別活動（行事・部活）：差 16.4pt（生徒 72.7%／保護者 56.3%） 

（ウ）いじめ防止：差 12.8pt（生徒 73.6%／保護者 60.8%） 
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イ 生徒－教職員で差が大きい領域（上位） 

（ア）生活指導（制服）：差 23.9pt（生徒 80.2%／教職員 56.2%） 

（イ）生活指導（挨拶）：差 21.3pt（生徒 79.2%／教職員 57.8%） 

（ウ）生活指導（マナー等）：差 19.8pt（生徒 78.6%／教職員 58.7%） 

４  パートナーシップ協議会の成果と課題（学校の自己評価へ反映） 

（１）パートナーシップ協議会を実施して得られた成果 

  ・地域の産業界からの貴重なアイデアや意見を伺い、本校への期待、要望などをじかに知ることができ

た。 

（２）パートナーシップ協議会を実施して明らかとなった課題 

      ア 学習環境の質向上（授業規律） 

   イ 情報伝達の質向上（受け手の実感改善） 

   ウ 安心・安全（防犯・規律・いじめ） 

５ パートナーシップ協議会及び学校評価を活用した教育活動の改善事項（学校経営計画へ反映） 

（１）学校運営 

・産業科高校としての特色を明確にし、保護者及び地域への情報発信の方法について工夫改善して、学

校の教育活動に対し理解を得るよう努める。 

（２）学習指導 

  ・スマホ・授業規律の指導基準を学年横断で統一。 

（３）特別活動 

  ・産業科の特色を生かした体験活動を通して、学校生活を充実させられるよう努める。 

（４）生活指導 

  ・生活規律（制服・身だしなみ・遅刻・マナー）の徹底と指導の一貫性。 

（５）進路指導 

  ・キャリア教育のさらなる充実を図り、企業やハローワーク、大学や専門学校などと連携し、生徒の進

路実現を叶えるきめ細やかな進路指導を行う。 

（６）健康・安全 

  ・盗難・器物損壊等の安全安心に関する不安と再発防止策の徹底。 

６ 「学校が良くなった」と考える協議委員の割合 

（１）協議委員人数 １１人 

（２）学校が良くなったと答えた協議委員の人数 
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